
燃料電池
燃料電池 17巻3号
平成30年  1月30日発行
平成30年  1月25日印刷　ISSN 1346-6623

The Journal of Fuel Cell Technology

Fuel Cell Development Information Center

Winter 2018
Vol.17
No.3

一般社団法人燃料電池開発情報センター

冬号

巻頭言

特 集
世界に先駆けて水素社会実現へ
燃料電池・水素の普及啓発活動

投稿論文

会員紹介

酸性水溶液中での種々のPt-Ru 電極触媒における
CO2 還元特性評価
ヘレウス株式会社



1燃料電池　Vol.17　No.3　2018

　巻頭言　Foreword

　天然資源に恵まれない我が国は、国民生活と産業活動の血脈であるエネルギーを海外から依存する構造的脆
弱性を抱え続けている。また、2016 年 11 月のパリ協定の発効に代表されるように、深刻化する地球温暖化問
題に対し、我が国としての責任を一層果たしていくことが求められている。一方、我が国の温室効果ガス排出
量は、東日本大震災後の原子力発電所の停止等の影響により、大幅に増加した。一次エネルギーのほぼ全てを
海外の化石燃料に依存する我が国においては、エネルギー安全保障の確保と温室効果ガスの排出削減の課題を
同時並行で解決していくことが必要であり、水素はその切り札となりうるものである。
　2017 年４月に開催された「第１回再生可能エネルギー・水素等関係閣僚会議」において、水素社会の実現に
向け、政府一体となって取り組みを進めるための基本戦略を 2017 年内に策定することとされた。これを受け、
水素・燃料電池戦略協議会（座長：柏木孝夫　東京工業大学特命教授）における議論等を経て、2017 年 12 月
に開催された「第２回再生可能エネルギー・水素等関係閣僚会議」において、「水素基本戦略」として決定され
た。水素基本戦略は、2050 年を視野に入れたビジョンであり、その実現に向けた 2030 年までの行動計画であ
る。基本戦略は、水素を再生可能エネルギーと並ぶ新たなエネルギーの選択肢として世界に提示するものであり、
我が国は、基本戦略に基づき、世界最先端を行く水素技術で世界のカーボンフリー化をリードしていく。
　水素社会実現の鍵は、水素コストの低減である。将来の姿として、環境価値を含め、ガソリンや LNGなど従
来エネルギーと同程度のコストの実現を目指す。その実現には、安価な原料から大量に水素を作り、運び、利
用する、供給と利用の両面での取り組みが必要となる。
　供給面では、海外の安価な原料を活用するため、オーストラリアの褐炭などから水素を製造し、これを日本
に輸送する国際水素サプライチェーンの開発プロジェクト等を進めている。また、地域における水素製造の先
駆けとして、福島県浪江町において、世界最大級となる１万 kW級の水電解装置により再生可能エネルギーか
ら大規模に水素を製造する実証事業を進めている。福島県内のみならず、2020 年東京オリンピック・パラリン
ピック競技大会の際にも、福島産水素を活用することを目指している。
　利用面では、運輸・発電部門での大規模な水素利用を進めていく。2017 年 10 月末時点で約 2,200 台が普及
しているFCVの普及拡大に向けては、低コスト化のための技術開発、規制改革、水素ステーションの戦略的
整備を三位一体で取り組んでいく。水素ステーションは整備中のものも含め 101 箇所に達している（2017 年末
時点）が、更なる整備の加速を図るため、2018 年春には民間 11 社による新会社が発足する予定である。また、
世界初の水素発電所が神戸に完成し、2018 年１月から実証運転が始まるなど、水素発電の商用化を進めている。
　更に、燃料電池技術活用に向けた取り組みも着実に進められている。家庭用燃料電池（エネファーム）の国
内での普及が 22 万台を超え（2017 年 11 月末時点）、SOFC型の業務・産業用燃料電池が販売開始された。更
なる普及拡大に向け、発電効率の向上やイニシャルコスト低減に資する技術開発等を進めていく。
　2018 年は「水素基本戦略」に基づき各施策の具体化を図っていく重要な年となる。水素社会実現への道のり
は決して平坦ではないが、我が国こそが世界に率先してこのイノベーションに挑戦するにふさわしく、水素利
用において世界をリードしていくべきである。そのためには、水素基本戦略に基づき官民が積極的に取り組み
を進める必要があり、オールジャパンで水素社会実現に向けて取り組みを加速させたい。
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　エネファームが 2009 年に発売されてから、TVコマーシャルで目にする機会は多い。また、

FCVもMIRAI と CLARITY FUEL CELL が販売され、関連記事を目にすることが多い。その

おかげで、燃料電池に対する一般の方々の認知度は確実に上がっていることを感じる。更に、

水素エネルギーについても、2020 年の東京オリンピックに向けて、東京都がFCバスの運行、

選手村への水素エネルギーの供給を表明し、水素社会の実現に向けて広く PRされている。燃

料電池とともに水素エネルギーの認知度も上がってきていると感じる。

　他方、東日本大震災での福島第一原子力発電所での水素爆発から、水素に対する負のイメー

ジがあることも事実であろう。水素社会を実現するためには、水素エネルギーの安全性を担保

する技術について、正しい情報を広く発信することが重要となる。

　情報発信には様々な形があるが、一般のユーザーに対する啓発活動はそのうちの一つである。

更に、若い世代への教育も、燃料電池あるいは水素エネルギーについて、理解していただくた

めに重要な活動である。教育活動は、将来の燃料電池技術者になる人材を発掘、育成すること

にもつながる。

　今回の特集は、燃料電池・水素の普及啓発活動について、教育機関、自治体及び企業の取り

組みを中心に紹介する。本書では取り上げないが、教育活動、啓発活動を主業務としない企業

における事例もある。弊社においても、2009 年度より、川崎市の中学校で年１回の環境教育に

参加し、中学生に燃料電池の原理と環境への貢献を紹介している。燃料電池に関わる関係者が

広く教育に取り組むことで、次世代の燃料電池技術者を育成し、水素社会を実現することがで

きると考えている。本書の事例をご参考にしていただけると幸いである。

2018 年冬号（Vol. 17 No.３）特集主担当：干鯛　将一、岸本　治夫

特  集　Special Issue

燃料電池・水素の普及啓発活動
Public Awareness of Fuel Cell & Hydrogen

編集委員（東芝燃料電池システム株式会社）
干鯛　将一

特集にあたって


